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 防衛省本省の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政機関等匿名

加工情報の提供に関する訓令（平成１７年防衛庁訓令第３４号）第５４条の規定に

基づき、海上自衛隊の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政機関

等匿名加工情報の提供に関する達を次のように定める。 

                            令和２年８月１７日 

海上自衛隊の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政機関等匿名加

工情報の提供に関する達 

目次 

 第１章 総則（第１条―第６条） 

 第２章 開示（第７条―第２０条） 

   第１節 開示請求（第７条） 

  第２節 開示の決定等（第８条―第１９条） 

  第３節 開示の実施（第２０条） 

 第３章 訂正（第２１条―第３３条） 

  第１節 訂正請求（第２１条） 

  第２節 訂正の決定等（第２２条―第３３条） 

 第４章 利用停止（第３４条―第４４条） 

  第１節 利用停止請求（第３４条） 

  第２節 利用停止の決定等（第３５条―第４４条） 

 第５章 審査請求（第４５条） 

 第６章 行政機関等匿名加工情報の提供（第４６条―第５４条） 

  第１節 提案の受付（第４６条―第５０条） 

  第２節 提案の審査等（第５１条―第５４条） 

 第７章 雑則（第５５条―第５７条） 



 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この達は、海上自衛隊の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止並び

に行政機関等匿名加工情報の提供の手続等に関して必要な事項を定めるものとす

る。 

 （定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 法 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）をいう。 

 ⑵ 訓令 防衛省本省の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政

機関等匿名加工情報の提供に関する訓令（平成１７年防衛庁訓令第３４号）を

いう。 

 ⑶ 省個人情報保護室 訓令第４条第４項に規定する防衛省個人情報保護室をい

い、大臣官房文書課公文書監理室をいう。 

 ⑷ 省担当課室 内部部局において、所掌事務に応じて開示決定等の事務、訂正

決定等の事務、利用停止決定等の事務、行政機関等匿名加工情報の提供に係る

事務を行う課室をいう。 

 ⑸ 保有個人情報 法第６０条第１項に規定する保有個人情報をいう。 

 ⑹ 行政機関等匿名加工情報 法第６０条第３項に規定する行政機関等匿名加工

情報をいう。 

 ⑺ 個人情報ファイル 法第６０条第２項に規定する個人情報ファイルをいう。 

  ⑻ 個人情報ファイル簿 法第７５条第１項に規定する個人情報ファイル簿をい

う。 

 ⑼ 提案 法第１１２条第１項及び第１１８条第１項に規定する提案をいう。 

  ⑽ 保護管理者 海上自衛隊における保有個人情報等の安全管理等に関する達（ 



令和４年海上自衛隊達第２６号）第５条に規定する保護管理者をいう。 

 （海自個人情報保護室） 

第３条 海上幕僚長の機関等個人情報保護責任者としての保有個人情報の開示、訂

正及び利用停止並びに行政機関等匿名加工情報の提供に関する事務の全般を補佐

し、海上自衛隊の保有個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政機関等匿名

加工情報の提供に関する事務の総合調整等を行う課室を「海上自衛隊個人情報保

護室」（以下「海自個人情報保護室」という。）という。 

２ 海自個人情報保護室は、海上幕僚監部総務部総務課行政文書管理室とする。 

 （海自担当課室） 

第４条 海上幕僚長の保有個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政機関等匿

名加工情報の提供に関する事務のうち個別の請求事案に係る事務の補佐を行う海

上幕僚監部の課室等を海上自衛隊開示担当課室（以下「海自担当課室」とい

う。）という。 

２ 海自担当課室は、海上幕僚監部の各課、総括副監察官、法務室、会計監査室及

び衛生企画室とする。 

 （関係各部の協力等） 

第５条 海自個人情報保護室の長は、海上自衛隊の保有する保有個人情報の開示、

訂正及び利用停止並びに行政機関等匿名加工情報の提供に関する手続等を円滑に

進めるため、省個人情報保護室の求めに応じ必要な協力をするものとする。 

２ 海自個人情報保護室の長は、海上自衛隊における保有個人情報の開示、訂正及

び利用停止並びに行政機関等匿名加工情報の提供に関する手続等を円滑かつ確実

に進めるため、海自担当課室の長及び保護管理者に対し必要な協力を求めること

ができるものとし、海自担当課室の長及び保護管理者は、これに応じ必要な協力

をするものとする。 

３ 海自担当課室は、海上自衛隊における保有個人情報の開示、訂正及び利用停止

並びに行政機関等匿名加工情報の提供に関する手続等を円滑に進めるため、省担



当課室に対し必要な連絡及び調整をするものとする。 

 （秘密文書の取扱い） 

第６条 開示請求、訂正請求及び利用停止請求並びに行政機関等匿名加工情報の提

供に関し、秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号）その他の秘

密の保護に関する定めにおいて秘密に該当する文書（以下「秘密文書」とい

う。）を取り扱うこととなる者は、当該関係規則の定めるところに従いこれを適

切に取り扱わなければならない。 

２ 開示請求、訂正請求及び利用停止請求並びに行政機関等匿名加工情報の提供に

係る業務に従事する必要最小限の職員及び職務上の上級者は、秘密保全に関する

訓令第２条第３項第４号、特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成１９年防衛省

訓令第３８号）第２条第３項第４号及び特定秘密の保護に関する訓令（平成２６

年防衛省訓令第６４号）第８条の規定により当該秘密文書を取り扱うことができ

るものとする。 

   第２章 開示 

    第１節 開示請求 

 （開示等の手続等の開始） 

第７条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第８条第１項

に規定する開示請求書の写しが交付され、照会等を受けた場合は、必要な協力を

行うとともに、該当する可能性のある海上自衛隊の保有する保有個人情報の探索

を開始するものとする。 

    第２節 開示の決定等 

 （補正依頼の調整） 

第８条 海自個人情報保護室の長は、前条の請求書に記載されている内容から必要

と認める場合は、省個人情報保護室の長に対し、訓令第１５条に規定する補正依

頼の実施についての調整を行うものとする。 

 （保有個人情報の特定） 



第９条 海自個人情報保護室の長は、個別の開示請求事案の対象となる保有個人情

報の探索を実施する保護管理者を指定するものとする。 

２ 保護管理者は、探索の結果、開示請求に合致すると考えられる保有個人情報を

確認した場合は、海自個人情報保護室の長による確認を経た後、海自個人情報保

護室の長に当該保有個人情報の特定を通知するものとする。 

３ 海自個人情報保護室の長は、前項に規定する特定の通知を受けた場合は、省個

人情報保護室の長に当該特定の旨を通知するものとする。 

４ 保護管理者は、探索の結果、開示請求に合致すると考えられる保有個人情報を

確認できなかった場合は、海自個人情報保護室の長に対し、速やかに不存在の通

知をするものとする。 

 （特定後の事務） 

第１０条 前条第２項に規定する特定を通知した保護管理者は、速やかに当該写し

を海自個人情報保護室の長及び海自担当課室の長に送付するものとする。 

２ 前項の場合において、当該写しの送付が、秘密文書に含まれており、規則の定

めるところにより適当でないと認めるときは、海自個人情報保護室の長と別途調

整の上実施するものとする。当該写しが大量となる場合においても同様とする。 

 （事務の指定） 

第１１条 海自個人情報保護室の長は、保有個人情報の特定後、省個人情報保護室

の長から個別の開示請求事案について事務の指定を受けた場合は、当該保有個人

情報に係る業務を主管する海上幕僚監部の課室等を海自担当課室として指定する

とともに、その旨を省個人情報保護室に連絡するものとする。 

 （移送） 

第１２条 海自担当課室の長は、特定された開示請求に係る保有個人情報が訓令第

１７条第１項の規定に照らし、移送が必要であると認める場合は、海自個人情報

保護室の長に移送の協議の実施を依頼するとともに、必要に応じ省担当課室の長

に連絡するものとする。 



２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に移送

の協議の実施を依頼するものとする。 

３ 海自個人情報保護室の長は、移送の協議を行う者からの求めるところに応じ必

要な協力をするとともに、海自担当課室の長に対し、必要な協力を求めるものと

する。 

 （移送の受付） 

第１３条 海自個人情報保護室の長は、移送の受付の協議に関する照会を省個人情

報保護室の長から受けた場合は、必要な協力をするものとする。 

２ 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長が、移送の受付により開示

請求を受けた事案に関する規定に準じた取り扱いをした場合は、同様に取り扱う

ものとする。 

 （第三者意見聴取） 

第１４条 海自担当課室の長は、特定された保有個人情報が法第８６条の規定に照

らし、第三者に対して意見提出の機会を与えることが必要であると認める場合

は、海自個人情報保護室の長に第三者意見聴取の実施を依頼するとともに、必要

に応じ省担当課室の長に連絡するものとする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に第三

者意見聴取の実施を依頼するものとする。 

３ 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から第三者により提出され

た意見書の通知を受けた場合は、これを考慮するものとする。 

 （開示決定等手続） 

第１５条 海自担当課室の長は、開示請求された保有個人情報について開示・不開

示の判断をするに当たり、第９条第２項に規定する特定を通知した保護管理者に

対し、当該判断に係る意見の提出を求めるとともに、省担当課室と所要の調整を

実施し、これらを考慮した上で、海自個人情報保護室の長に対し当該判断に係る

意見を通知するものとする。 



２ 前項の通知を受けた海自個人情報保護室の長は、訓令第２０条第１項に規定す

る上申に関する事務を行うものとする。 

 （開示決定等期限の延長） 

第１６条 海自担当課室の長は、開示請求された保有個人情報が法第８３条第２項

の規定に照らし、開示決定等の期限の延長が必要であると認める場合は、海自個

人情報保護室の長にその旨を依頼するとともに、省担当課室の長に連絡するもの

とする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に開示

決定等期限の延長を依頼するものとする。 

 （開示決定等期限の特例） 

第１７条 海自担当課室の長は、開示請求された保有個人情報が法第８４条の規定

に照らし、開示決定等の期限の特例の適用が必要であると認める場合は、海自個

人情報保護室の長にその旨を依頼するとともに、省担当課室の長に連絡するもの

とする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に開示

決定等期限の特例の適用を依頼するものとする。 

 （開示決定等の通知） 

第１８条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第２０条第

２項の規定により通知を受けた場合は、その旨を海自担当課室の長及び保護管理

者に対し通知するものとする。この場合において、海自個人情報保護室の長は、

必要と認めるときは、訓令第２４条の規定により開示請求者に通知された内容に

ついても通知するものとする。 

 （開示情報等の記録作成） 

第１９条 海自個人情報保護室の長は、訓令第２５条の規定により、開示請求に係

る事案についての記録等を作成し、当該写しを省個人情報保護室の長に提出する

ものとし、また開示決定等に関する保有個人情報の写しを省個人情報保護室の長



に提出するとともに、これらを適切に保存するものとする。 

    第３節 開示の実施 

 （開示の実施の準備） 

第２０条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第２６条の

規定により提出された申出書の写しが交付された場合は、開示の実施に係る準備

を行い、当該保有個人情報を省個人情報保護室の長に交付するものとする。 

２ 前項の開示の実施に係る準備については、海自担当課室の長及び保護管理者

が、海自個人情報保護室の長と調整の上、必要な準備を行うものとする。 

   第３章 訂正 

    第１節 訂正請求 

 （訂正請求受付の手続の開始） 

第２１条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第２８条第

１項に規定する訂正請求書の写しが交付され、照会等を受けた場合は、必要な協

力を行うとともに、該当する可能性のある海上自衛隊の保有する保有個人情報の

探索を開始するものとする。 

    第２節 訂正の決定等 

 （補正依頼の調整） 

第２２条 海自個人情報保護室の長は、前条の請求書に記載されている内容から必

要と認める場合は、省個人情報保護室の長に対し、訓令第３１条に規定する補正

依頼の実施についての調整を行うものとする。 

 （保有個人情報の特定） 

第２３条 海自個人情報保護室の長は、個別の訂正請求事案の対象となる保有個人

情報の探索を実施する保護管理者を指定するものとする。 

２ 保護管理者は、探索の結果、訂正請求に合致すると考えられる保有個人情報を

確認した場合は、海自個人情報保護室の長による確認を経た後、海自個人情報保

護室の長に当該保有個人情報の特定を通知するものとする。 



３ 海自個人情報保護室の長は、前項に規定する特定の通知を受けた場合は、省個

人情報保護室の長に当該特定の旨を通知するものとする。 

４ 保護管理者は、探索の結果、訂正請求に合致すると考えられる保有個人情報を

確認できなかった場合は、海自個人情報保護室の長に対し、速やかに不存在の通

知をするものとする。 

 （特定後の事務） 

第２４条 前条第２項に規定する特定を通知した保護管理者は、速やかに当該写し

を海自個人情報保護室の長及び海自担当課室の長に送付するものとする。 

２ 前項の場合において、当該写しの送付が、秘密文書に含まれており、規則の定

めるところにより適当でないと認めるときは、海自個人情報保護室の長と別途調

整の上実施するものとする。当該写しが大量となる場合においても同様とする。 

 （事務の指定） 

第２５条 海自個人情報保護室の長は、保有個人情報の特定後、省個人情報保護室

の長から個別の訂正請求事案について事務の指定を受けた場合は、当該保有個人

情報に係る業務を主管する海上幕僚監部の課室等を海自担当課室として指定する

とともに、その旨を省個人情報保護室の長に連絡するものとする。 

 （移送） 

第２６条 海自担当課室の長は、特定された訂正請求に係る保有個人情報が訓令第

３３条第１項の規定に照らし、移送が必要であると認める場合は、海自個人情報

保護室の長に移送の協議の実施を依頼するとともに、必要に応じ省担当課室の長

に連絡するものとする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に移送

の協議の実施を依頼するものとする。 

３ 海自個人情報保護室の長は、移送の協議を行う者からの求めるところに応じ必

要な協力をするとともに、海自担当課室の長に対し、必要な協力を求めるものと

する。 



 （移送の受付） 

第２７条 海自個人情報保護室の長は、移送の受付の協議に関する照会を省個人情

報保護室の長から受けた場合は、必要な協力をするものとする。 

２ 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長が移送の受付により訂正請

求を受けた事案に関する規定に準じた取り扱いをした場合は、同様に取り扱うも

のとする。 

 （訂正決定等手続） 

第２８条 海自担当課室の長は、訂正請求された保有個人情報について訂正をし、

又は訂正をしない旨の判断をするに当たり、第２３条第２項に規定する特定を通

知した保護管理者に対し、当該判断に係る意見の提出を求めるとともに、省担当

課室と所要の調整を実施し、これらを考慮した上で、海自個人情報保護室の長に

対し当該判断に係る意見を通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた海自個人情報保護室の長は、訓令第３５条第１項に規定す

る上申に関する事務を行うものとする。 

 （訂正決定等期限の延長） 

第２９条 海自担当課室の長は、訂正請求された保有個人情報が法第９４条第２項

の規定に照らし、訂正決定等の期限の延長が必要であると認める場合は、海自個

人情報保護室の長にその旨を依頼するとともに、省担当課室の長に連絡するもの

とする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に訂正

決定等期限の延長を依頼するものとする。 

 （訂正決定等期限の特例） 

第３０条 海自担当課室の長は、訂正請求された保有個人情報が法第９５条の規定

に照らし、訂正決定等の期限の特例の適用が必要であると認める場合は、海自個

人情報保護室の長にその旨を依頼するとともに、省担当課室の長に連絡するもの

とする。 



２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に訂正

決定等期限の特例の適用を依頼するものとする。 

 （訂正決定等の通知） 

第３１条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第３５条第

２項の規定により通知を受けた場合は、その旨を海自担当課室の長及び保護管理

者に対し通知するものとする。この場合において、海自個人情報保護室の長は、

必要と認めるときは、訓令第３９条により訂正請求者に通知された内容について

も通知するものとする。 

 （訂正情報等の記録作成） 

第３２条 海自個人情報保護室の長は、訓令第４１条の規定により、訂正請求に係

る事案についての記録等を作成し、当該写しを省個人情報保護室の長に提出する

ものとし、また訂正決定等に関する保有個人情報の写しを省個人情報保護室の長

に提出するとともに、これらを適切に保存するものとする。 

 （訂正の実施） 

第３３条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訂正決定の内容

に従い速やかに当該保有個人情報を訂正する旨の通知を受けた場合は、海自担当

課室の長及び保護管理者に対し、当該通知の旨を通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた海自担当課室の長及び保護管理者は、当該保有個人情報を

速やかに訂正するものとする。 

   第４章 利用停止 

    第１節 利用停止請求 

 （利用停止請求の手続の開始） 

第３４条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第４２条第

１項に規定する利用停止請求書の写しが交付され、照会等を受けた場合は、必要

な協力を行うとともに、該当する可能性のある海上自衛隊の保有する保有個人情

報の探索を開始するものとする。 



    第２節 利用停止の決定等 

 （補正依頼の調整） 

第３５条 海自個人情報保護室の長は、前条の請求書に記載されている内容から必

要と認める場合は、省個人情報保護室の長に対し、訓令第４５条に規定する補正

依頼の実施についての調整を行うものとする。 

 （保有個人情報の特定） 

第３６条  海自個人情報保護室の長は、個別の利用停止請求事案の対象となる保有

個人情報の探索を実施する保護管理者を指定するものとする。 

２ 保護管理者は、探索の結果、利用停止請求に合致すると考えられる保有個人情

報を確認した場合は、海自個人情報保護室の長による確認を経た後、海自個人情

報保護室の長に当該保有個人情報の特定を通知するものとする。 

３ 海自個人情報保護室の長は、前項に規定する特定の通知を受けた場合は、省個

人情報保護室の長に当該特定の旨を通知するものとする。 

４ 保護管理者は、探索の結果、利用停止請求に合致すると考えられる保有個人情

報を確認できなかった場合は、海自個人情報保護室の長に対し、速やかに不存在

の通知をするものとする。 

 （特定後の事務） 

第３７条 前条第２項に規定する特定を通知した保護管理者は、速やかに当該写し

を海自個人情報保護室の長及び海自担当課室の長に送付するものとする。 

２ 前項の場合において、当該写しの送付が、秘密文書に含まれており、規則の定

めるところにより適当でないと認めるときは、海自個人情報保護室の長と別途調

整の上実施するものとする。当該写しが大量となる場合においても同様とする。 

 （事務の指定） 

第３８条 海自個人情報保護室の長は、保有個人情報の特定後、省個人情報保護室

の長から個別の利用停止請求事案について事務の指定を受けた場合は、当該保有

個人情報に係る業務を主管する海上幕僚監部の課室等を海自担当課室として指定



するとともに、その旨を省個人情報保護室の長に連絡するものとする。 

 （利用停止決定等手続） 

第３９条 海自担当課室の長は、利用停止請求された保有個人情報について利用停

止をし、又は利用停止をしない旨の判断をするに当たり、第３６条第２項に規定

する特定を通知した保護管理者に対し、当該判断に係る意見の提出を求めるとと

もに、省担当課室と所要の調整を実施し、これらを考慮した上で、海自個人情報

保護室の長に対し当該判断に係る意見を通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた海自個人情報保護室の長は、訓令第４７条第１項に規定す

る上申に関する事務を行うものとする。 

 （利用停止決定等期限の延長） 

第４０条 海自担当課室の長は、利用停止請求された保有個人情報が法第１０２条

第２項の規定に照らし、利用停止決定等の期限の延長が必要であると認める場合

は、海自個人情報保護室の長にその旨を依頼するとともに、省担当課室の長に連

絡するものとする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に利用

停止決定等期限の延長を依頼するものとする。 

 （利用停止決定等期限の特例） 

第４１条 海自担当課室の長は、利用停止請求された保有個人情報が法第１０３条

の規定に照らし、利用停止決定等の期限の特例の適用が必要であると認める場合

は、海自個人情報保護室の長にその旨を依頼するとともに、省担当課室の長に連

絡するものとする。 

２ 前項の依頼を受けた海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長に利用

停止決定等期限の特例の適用を依頼するものとする。 

 （利用停止決定等の通知） 

第４２条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第４７条第

２項の規定により通知を受けた場合は、その旨を海自担当課室の長及び保護管理



者に対し通知するものとする。この場合において、海自個人情報保護室の長は、

必要と認めるときは、訓令第５１条により利用停止請求者に通知された内容につ

いても通知するものとする。 

 （利用停止情報等の記録作成） 

第４３条 海自個人情報保護室の長は、訓令第５２条の規定により、利用停止請求

に係る事案についての記録等を作成し、当該写しを省個人情報保護室の長に提出

するものとし、また利用停止決定等に関する保有個人情報の写しを省個人情報保

護室の長に提出するとともに、これらを適切に保存するものとする。 

 （利用停止の実施） 

第４４条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から利用停止決定の

内容に従い速やかに当該保有個人情報の利用を停止する旨の通知を受けた場合

は、海自担当課室の長及び保護管理者に対し、当該通知の旨を通知するものとす

る。 

２ 前項の通知を受けた海自担当課室の長及び保護管理者は、当該保有個人情報を

速やかに利用停止するものとする。 

   第５章 審査請求 

 （協力） 

第４５条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から審査会への諮問

に係る連絡を受けたときは、必要な協力をするものとする。 

   第６章 行政機関等匿名加工情報の提供 

    第１節 提案の受付 

 （提案の審査手続の開始） 

第４６条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から訓令第５３条の

３に規定する提案があった旨の通知がされ、照会等を受けた場合は、必要な協力

を行うとともに、該当する可能性のある海上自衛隊の保有する個人情報ファイル

簿にある個人情報ファイルの探索を開始するものとする。 



 （提案の説明の求めの依頼） 

第４７条 海自個人情報保護室の長は、前条の提案の内容から必要があると認める

場合は、省個人情報保護室の長に対し、提案をした者に対する説明又は訂正の求

めを依頼するものとする。 

 （個人情報ファイルの特定） 

第４８条 海自個人情報保護室の長は、提案の対象となる個人情報ファイルの探索

を実施する保護管理者を指定するものとする。 

２ 保護管理者は、探索の結果、提案の対象となる個人情報ファイルに合致すると

考えられる個人情報ファイルを確認した場合は、海自個人情報保護室の長による

確認を経た後、海自個人情報保護室の長に当該個人情報ファイルの特定を通知す

るものとする。 

３ 海自個人情報保護室の長は、前項に規定する特定の通知を受けた場合は、省個

人情報保護室の長に当該特定の旨を通知するものとする。 

４ 保護管理者は、探索の結果、提案の対象となる個人情報ファイルに合致すると

考えられる個人情報ファイルを確認できなかった場合は、海自個人情報保護室の

長に対し、速やかに不存在の通知をするものとする。 

 （特定後の事務） 

第４９条 前条第２項に規定する特定を通知した保護管理者は、速やかに当該個人

情報ファイルの写しを海自個人情報保護室の長及び海自担当課室の長に送付する

ものとする。 

２ 前項の場合において、当該写しの送付が、秘密文書に含まれており、規則の定

めるところにより適当でないと認めるときは、海自個人情報保護室の長と別途調

整の上実施するものとする。当該写しが大量となる場合においても同様とする。 

 （事務の指定） 

第５０条 海自個人情報保護室の長は、個人情報ファイルの特定後、省個人情報保

護室の長から個別の提案の審査等について事務の指定を受けた場合は、当該個人



情報ファイルに係る業務を主管する海上幕僚監部の課室等を海自担当課室として

指定するとともに、その旨を省個人情報保護室に連絡するものとする。 

    第２節 提案の審査等 

 （提案の審査手続） 

第５１条 海自担当課室の長は、提案の対象となる個人情報ファイルについて、当

該提案に関して法第１１４条第１項各号に掲げる基準（法第１１８条第２項の規

定により準用する場合を含む。以下この項において同じ。）への適合、又は当該

基準のいずれかに適合しないと認める旨を判断するに当たり、第４８条第２項に

おける特定の通知を行った保護管理者から、当該判断に係る意見の提出を求める

とともに、省担当課室と所要の調整を実施し、これらを考慮した上で、海自個人

情報保護室の長に対し、当該判断に係る意見を通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた海自個人情報保護室の長は、訓令第５３条の４第１項に規

定する上申に関する事務を行うものとする。 

 （審査結果の通知） 

第５２条 海自個人情報保護室長の長は、省個人情報保護室の長から訓令第５３条

の４第２項の規定により通知を受けた場合は、その旨を海自担当課室の長及び保

護管理者に対し通知するものとする。 

（契約に関する調整） 

第５３条 海自個人情報保護室の長は、法第１１５条（法第１１８条第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する行政機関等匿名加工情報の利用に関する契

約及び法第１２０条に規定する行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約の解

除に関し、省個人情報保護室の長からの調整を受けた場合は、必要な対応を行う

ものとする。 

 （行政機関等匿名加工情報の作成） 

第５４条 海自個人情報保護室の長は、省個人情報保護室の長から契約内容が通知

され、行政機関等匿名加工情報の作成を指示された場合は、海自担当課室の長に



行政機関等匿名加工情報の作成を指示するものとする。 

２ 前項の作成をした海自担当課室の長は、海自個人情報保護室を通じ省個人情報

保護室に提出するものとする。 

   第７章 雑則 

 （適用除外） 

第５５条 法第１２４条に規定する保有個人情報に該当する保有個人情報について

は、この達の規定は適用しない。 

 （職員の意識の向上） 

第５６条 開示請求、訂正請求及び利用停止請求並びに行政機関等匿名加工情報の

提供に関し、業務を遂行する全職員の意識の向上を図るために実施する事項につ

いては、別に定める。 

 （細部規定） 

第５７条 この達に定めるもののほか、この達の実施に関し必要な細部事項につい

ては、別に定める。 

   附 則 

 この達は、令和２年９月１日から施行する。 

   附 則〔第１次改正〕 

 この達は、令和５年４月１日から施行する。 

 


